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京都メカニズムにおける原子力技術利用への動き
̶京都議定書の将来枠組みでの注目点̶
　京都議定書では先進国（排出削減義務を負う付属書Ｉ国）の温室効果ガス排出量につ
いて、法的拘束力のある数値目標を設定した。この数値目標の達成は、国内での削減に
限られていない。他の国と共同で実施する温暖化対策事業で生ずる温室効果ガス削減量
の一部を、自国の排出量を削減したものとする仕組みや、他の国と排出削減量を売買で
きる制度を使って、議定書の削減目標を達成することを認めている。これが、「京都メ
カニズム」と呼ばれる仕組みである。
　先進国同士の削減事業が共同実施（JI、Joint Implementation）、先進国と途上国（京
都議定書上の排出削減義務を負っていない国）で行う事業がクリーン開発メカニズム
（CDM、Clean Development Mechanism）、削減目標を持つ国同士が削減量を取引する
のが排出量取引（ET、Emissions Trading）と呼ばれる。
　クリーン開発メカニズム（CDM）は、先進国から途上国への温室効果ガス削減技
術の提供を促す優れた仕組みであるが、2012 年までの京都議定書第１約束期間では、
CDMの場合も JI でも、原子力技術利用から生じる排出削減量を削減目標の達成に使う
ことは認められていない。
　京都議定書の中で途上国と定義されている国の中でも、特にアジアの幾つかの国は、
今後急速な経済発展と温室効果ガス排出量の増大が見込まれ、将来的には米国などとと
もに温室効果ガス削減負担の新たな義務を負う必要性が出てくると考えられる。この場
合、途上国が持続可能な発展を維持した上で地球規模の温暖化加速を防止するには、温
室効果ガス排出量が少なく、基幹電源として利用できる原子力発電の早い時期での導入
が効果的であると見なされている。また、途上国の原子力開発促進のために何らかの導
入支援を行うことが、世界の二酸化炭素排出量が削減され、地球温暖化に非常に有効で
あるという予測結果も出されている。
　しかしながら、アジアなどの途上国において原子力利用を推進するには、安全管理技
術、核不拡散対策技術などの確立や、途上国各国に対応したきめ細かい導入基盤整備と
いった課題が山積している。
　本稿は、2013 年からの京都議定書第２約束期間およびポスト京都議定書に向けて、
京都メカニズムで原子力技術利用から生じる排出削減量を削減目標の達成に組み込める
ようにし、より効果的に世界の温室効果ガス排出量を削減するため、先進国から途上国
への核不拡散体制下における原子力技術移転や基盤整備支援を提案するものである。こ
れらの現状と課題をまとめ、上記途上国支援の必要性を前提として、以下の注目すべき
３点を提言する。
① ポスト京都議定書に向けて、世界共通の排出基準をつくるなど、新たな目標達成の仕
組み構築における複眼的思考の必要性
②京都メカニズム（CDM/JI）における原子力技術利用の追加
③ 途上国における核不拡散対策下での原子力技術利用促進支援体制確立
　蘆途上国への原子力発電安全管理技術等の技術移転
　蘆原子力分野の人材養成、安全規制体制、国民への原子力広報活動などの基盤整備
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　京都議定書の京都メカニズムにお
けるクリーン開発メカニズム（CDM、
Clean Development Mechanism）
は、先進国から途上国①へ温室効
果ガス削減技術の提供を促す優
れた仕組みであると考えられてい
る。しかし、2012年までの現議定
書では、EU（欧州連合）などの反
対で、原子力事業から生じる排出
削減量をこのメカニズムによる削
減目標の達成に使うことは差し控
えることになった。共同実施（JI、
Joint Implementation）においても
同様である。
　一方、途上国と定義されてい
る国の中でも、中国、インドなど
のアジア各国は、今後急速な経済
発展と温室効果ガス排出増大が見
込まれ、地球環境保全という共通
の目的のため、将来的には米国な
どとともに温室効果ガス削減負担
の新たな義務を負う必要性が出て
くると考えられる。この際、途上
国が持続可能な発展を維持した上
で地球規模の温暖化加速を防止す
るには、温室効果ガス排出量が少
なく基幹電源として利用できる原
子力発電の早い時期での導入が有
効である。この視点に立てば、中
国、インド、インドネシア、韓国、
ベトナムなどアジア各国において
は、2013年からの第２約束期間で、
CDMに原子力を加えることが適
切である１）。その際、途上国で原
子力利用を推進するには、安全対
策や核不拡散対策、基盤整備対策
面での先進国の支援が効果的で
ある。
　本稿では、現状の京都議定書京
都メカニズム概要と原子力制約の
状況、先進国と途上国の温室効果
ガス排出動向を述べ、ポスト京都
議定書の新たな目標達成の仕組み
構築で多面的思考が必要であるこ
とを説く。また、途上国の原子力
技術利用促進のために何らかの支
援をすることが、21世紀の世界の
二酸化炭素（CO2）排出量を削減
し、地球温暖化防止に非常に有効
であるという予測結果の一例につ
いて説明し、京都メカニズムでの
原子力技術利用の重要性に焦点を
当てる。さらに、アジアなどの途
上国における今後の原子力利用推
進に必要な安全対策や核不拡散対
策、基盤整備対策などの課題につ
いても述べる。
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
①途上国
　京都議定書では排出削減義務を負っ
ていない国を指すことになっている。
中国、インドも含まれ、韓国、メキシ
コといったOECD加盟国も、ここでは、
途上国の範疇に含まれる。
■用語説明■
2   京都議定書の現状 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　ここでは、まず、京都議定書、
京都メカニズムがどのような意味
を持ち、原子力技術利用がどのよ
うに制約されているか、その現状
について述べる。
２‐１
京都議定書の概要
　1997 年 12 月、気候変動枠組み
条約第３回締約国会議（COP3、
third session of the Conference Of 
the Parties）が京都で開催され、
先進国の温室効果ガス排出削減目
標に関する京都議定書が合意され
た。内容は、2008 ～ 2012 年の数
値目標に関するもので、1990年の
排出量に比して、日本は６％、米
国は７％、EUは８％の水準にす
ることなどが決定された。その合
意内容を図表１に示す。その後、
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温室効果ガス排出が最大の米国や
豪州が同議定書から離脱したが、
ロシアの批准により2005年２月に
正式に京都議定書が発効した。締
約国は温室効果ガスの削減目標の
達成が義務となった。この最大の
意義は、人類史上初めて世界が炭
素利用に制約が伴う社会へ移行す
るきっかけをつくった点である。
２‐２
京都メカニズムにおける
原子力技術利用制約
　京都議定書は、国内の温暖化
対策だけでなく他の国と共同実
施の温暖化対策事業で生ずる温室
効果ガス削減量で自国の排出ガス
を削減したものとする制度や、他
の国から排出削減量を買う制度
を使って、議定書の削減目標を
達成することを認めている。これ
が、「京都メカニズム（柔軟性措
置）」と呼ばれる仕組みで、図表
２に示すように、共同実施（JI、
Joint Implementation）、 ク リ ー
ン開発メカニズム（CDM、Clean 
Development Mechanism）、排出
量取引（ET、Emissions Trading）
の３つがある。JI と CDMは一見
同じ仕組みに見えるが、JIは排出
削減義務のある先進国で実施する
プロジェクト、CDMは排出削減
義務のない途上国で実施するプロ
ジェクトという違いがある。これ
らの運用上ルールは、2001年７月
ボンで開催のCOP6再開会合にお
いて議論され、京都メカニズムに
原子力技術利用を含めるかどうか
が大きな争点となった。
　欧州諸国は、途上国の温暖化防
止策支援に原子力技術利用を認め
ることに安全管理への懸念から反
対を表明した。一方、日本をはじ
めとして、欧州以外の先進諸国な
らびに中国、インドなどいくつか
の途上国は、特定の技術を温暖化
防止交渉において否定すべきでな
いとの理由から、CDMでの原子
力技術利用に賛成した３）。結局、
議長の妥協案により、JI や CDM
のもとで行われた原子力事業から
生じる排出削減量を削減目標の達
成に使うことは「差し控える」こ
とになり、実質的に原子力技術利
用は除外された。ただし、本妥協
案は、原子力技術が温室効果ガス
削減に有効であることを否定して
いるわけではない。
図表１　京都議定書達成の目標の要点
対象ガス
二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、代替フロン等３ガス［ハイドロフルオロ
カーボン類（PFCs）、六フッ化硫黄（SF6）］の合計６種類
吸収源
森林などの吸収源による二酸化炭素吸収量を算入
（日本3.9％、EU0.5％、カナダ 7.2％など）
基準年 1990年（HFC、PFC、SF6 は 1995年としてもよい）
目標期間 2008～ 2012年の５年間
数値目標
先進国全体で少なくとも５％削減を目指す
各国の目標は、日本▲６％、米国▲７％、EU▲８％など
 （参考） 数値目標 吸収源枠 温室効果ガス排出量
 日本 ▲６％ ▲ 3.9％ ▲ 2.1％
 EU ▲８％ ▲ 0.5％ ▲ 7.5％
参考文献２）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
図表２　京都メカニズムの概要
参考文献４）より
科 学 技 術 動 向　2005年 11月号
22 Science & Technology Trends   November  2005 23
京都メカニズムにおける原子力技術利用への動き ̶京都議定書の将来枠組みでの注目点̶
　ポスト京都議定書における温室
効果ガス排出削減負担のあり方を
考える際に、世界の温室効果ガス
排出が現状どのような構造となっ
ているか、そして、今後、先進国、
途上国の排出状況がどうなるの
か、また、その排出指標にはどの
ようなものがあるのかを把握して
おくことが重要である。ここでは、
それらの一部を紹介する。温室効
果ガスとしては、絶対量が多く効
果の大きいエネルギー起源二酸化
炭素（CO2）を対象にする。
３‐１
現　状
　世界のCO2地域別排出量の変遷
と国別排出量の現状を図表３に示
す。世界のCO2排出量は着実に増
加し、その中でもアジア地域の排
出量の伸びが大きくなっている。
国別排出量では、2001年度で、米
国、中国、ロシア、日本、インド
の順になっているが、上位５カ国
で現在京都議定書による削減義務
を負っているのは、第３位のロシ
アと第４位の日本だけである。ロ
シアは1990年比±０％の目標とな
っているが、現在の排出量は1990
年の水準を大幅に下回っており、
大量の余剰枠を抱えている。ロシ
アも実質的には削減目標を負って
いるとは言えない。すなわち、世
界の排出量の上位約半分のうち、
京都議定書上の排出削減義務を履
行する意欲を実質的に示している
のは、第４位の日本だけという構
造である。
３‐２
今後の見通し
　世界のCO2 排出量の今後の動
向を図表４に示す。京都議定書
上、削減義務が規定されている
先進国の中から、離脱表明をし
ている米国、豪州を除いた残り
の国の排出量が世界に占める割合
は 1990 年で 35％にとどまってい
たが、気候変動に関する政府間パ
ネル（IPCC）の見通しでは自然
体でも今後減少を続け、図表４の
米・豪以外に示されるように 2010
年で 32％、2020 年には 29％程度
になるものと予想されている。一
方、途上国の排出量は、図表４の
非附属書Ｉ国に示されるように今
後大幅に増大し、2020年には世界
全体の半分を占めると予測されて
いる。このように、現状の京都議
定書は今後排出量の大幅な増加が
見込まれ地球温暖化の進行に大き
な影響を持つと見られる地域を含
んでいない。将来の地球温暖化へ
の対処には、米国、豪州、途上国
の排出をどのように抑制するかが
大きな課題である。また、これら
の主要排出国が参加できる新たな
協調のあり方を様々な排出指標を
用いて構築する必要がある。
3   温室効果ガスの排出動向 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表３　世界の二酸化炭素（CO2）地域別排出量の変遷と国別排出量の現状
グラフ内の数値は億トンCO2                                                                                                                                                                                                                                          参考文献５）より
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３‐３
様々な排出指標
　そこで、先進国、途上国の排出
状況が排出指標を変えるとどうな
るかを見てみた。図表３は、第12
位までの国別排出総量（2001 年）
を示すが、上位 30ヶ国のデータ
では、第２位の中国、第５位のイ
ンドを初めとして途上国が 15ヶ
国を占める。日本は第４位である。
排出指標として主に米国などが主
張しているのは、図表５に示す
GDP（国内総生産）当たり排出量
（2000年）である。上位 30ヶ国中、
途上国が 21ヶ国にもなる。中国
は第 10位、インドが第 15位、米
国、日本は 43位、65位となって
いる。一方、中国、インドなど途
上国が排出指標として推すのは、
図表６で表される一人当たり排出
量（2000年）である。これを見る
と、第１位から第３位までをカタ
ール、クェート、UAEと途上国
が占め、上位 30ヶ国中、途上国
は 10ヶ国である。米国、日本は
４位、21位、中国、インドは、59
位、65位となっている７）。
　途上国は、COP8（2002 年 11
月、ニューデリー）以降、「共通
だが差異のある責任」（気候変動
枠組条約第３条第１項）の原則の
下、「まずは先進国が率先して取
り組むべき」と主張し、将来の枠
組みに関する議論を開始すること
自体に強い抵抗を示してきた。し
かしながら、地球規模の課題であ
る温暖化問題に取り組むにあたっ
て、この途上国の主張は図表５、
６で示されるように必ずしもすべ
ての指標で根拠を有するとは限ら
ない。
　途上国は、主に一人当たり排出
量の指標を重視する主張を行って
いるが、排出総量で見ると、上位
の中国、インド、韓国、メキシコ、
南アフリカ、ブラジルなどの国々
にも地球環境のために率先して果
たすべき責務があるという議論が
ある４）。ポスト京都議定書におけ
る排出削減の新しい負担のあり方
を構築するにあたっては、米国、
豪州、途上国も参加できるよう、
既存の先進国、途上国という分類
のみに固執することなく、様々な
指標を用いて世界共通の排出基準
図表４　世界のCO2 排出量の見通し
附属書Ⅰ国：気候変動枠組条約の附属書Ⅰに掲載されている国（先進国＋経
済移行国）。京都議定書上、同附属書に掲載された国が温室効果ガスの削減義
務を負う。途上国は非附属書Ⅰ国に含まれる。
出典：IPCC第３次評価報告書、参考文献６）より
図表５　GDP当たりのCO2 排出量
上位 30カ国を示す。国名の左側数字は順位を表す。排出総量上位 10位までの国は、31位以
下でも表記した。色つきの棒は、途上国を示す。
参考文献７）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
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をつくるなど複眼的に考えること
が重要である。
　排出基準として、下記のような
一人当たり均等な排出許容量８）を
考える。世界共通の参加基準と
して、2100 年時点大気中 CO2 濃
度を温暖化防止上許容範囲と予想
される 550ppm（産業革命前の約
２倍）に安定化させる許容排出量
を、世界全体の人口予測値で割っ
て算出される一人当たり均等排出
許容量を採用する。各国の将来の
ある時点での排出許容量はその時
点での各国人口予測値×参加基準
値となる。ただし、米国など先進
国の排出量は過去、現在、将来に
わたってもこの許容量を大きく超
える可能性が高い。この場合、汚
染者負担原理と世界全体削減目標
の効率的達成という視点から、排
出許容値を超える国はポスト京都
議定書における柔軟性措置を活用
する。この排出許容量に基づくと、
中国などは 2020 年前後に排出量
が許容値を超えるため、先進国と
類似の約束を負う必要性が出てく
るが、それまでは排出量が許容値
を超えないためポスト京都議定書
の新しい枠組みに参加しやすくな
る。また、単位エネルギー消費量
当たりのCO2 排出量、単位GDP
当たりのエネルギー消費量、一人
当たりGDPなどが小さくなるほ
ど、一人当たりCO2 排出量は小さ
くなるので、途上国のCO2 排出抑
制効果以外に省エネルギーや生産
効率向上など経済の効率化にも効
果的である。
図表６　１人当たりのCO2 排出量
上位 30カ国を示す。国名の左側数字は順位を表す。排出総量上位 10位までの国は、31位以
下でも表記した。色つきの棒は、途上国を示す。
参考文献７）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
4   先進国と途上国の原子力技術利用予測蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　途上国は、前章で述べたように
中長期的には温室効果ガス排出が
増大する見通しのため、何らかの
形で排出削減の責務を負わざるを
得ないと考えられる。原子力技術
は温室効果ガス削減に非常に有効
で、かつ、環境に優しい再生可能
エネルギー技術よりも供給可能量
と発電コストの点で優れている。
途上国にとっても、その利用は大
きな意味をもつ。ここでは、途上
国の原子力技術利用促進のために
何らかの支援をすることが、21世
紀の世界のCO2 排出量を削減し、
地球温暖化防止に非常に有効であ
るという氏田らの予測結果９）の一
部を紹介する。
４‐１
予測手法
　この予測では、世界のCO2 排
出量やエネルギー供給構造が予測
できる超長期エネルギー供給シミ
ュレーション技術が用いられた。
本技術は、「気候変動に関する政
府間パネル（IPCC）第３次報告
書」10）でもその試算結果が取り上
げられた統合評価モデルGRAPE
（Global Relationship Assessment 
to Protect the Environment）11）の
エネルギーモジュール構造を使っ
ている。CO2 排出量制約などの環
境下におけるエネルギー需要を仮
定し、10地域に分割した世界を対
象として 2100 年までのエネルギ
ーシステムコストを最適化、各地
域のエネルギー供給構成を予測す
る。向こう 30年間の最適化結果
を基に 10年毎にエネルギー構成
を見直していく。
　最終エネルギー需要は、IPCC
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ている。以下では、予測結果の一
部を紹介する。ケース１は途上国
の原子力発電コストを優遇しない
場合、すなわち、何らかの導入促
進制度がない場合、ケース２は途
上国原子力発電コストを優遇する
場合③、何らかの導入促進制度が
ある場合を示す。
４‐２
結　果
　図表７（ケース１）と図表８
（ケース２）は、途上国原子力の
導入促進制度がない場合（ケース
１）とある場合（ケース２）で、
21 世紀における先進国と途上国
の軽水炉原子力（LWR、Light 
Water Reactor）、高速増殖炉原子
力（FBR、Fast Breeder Reactor）
の原子力発電設備量がどうなるか
を予測した結果を示す。
　ケース１では、21世紀前半、原
子力はCO2排出規制の強い先進国
で主に利用され、経済成長の大き
な途上国での原子力利用があまり
進まない。これは、途上国にCO2
排出規制がなくコストの低い石炭
火力の導入が進むためである９）。
一方、途上国の原子力導入促進制
度があるケース２では、先進国の
原子力利用を維持したまま、途上
国でも原子力エネルギー利用が進
み、2100年の途上国原子力発電設
備量（FBR）もケース１の約２倍
に増える。
　上記ケース２の場合、世界全体
のCO2排出量がケース１に比べて
どれぐらい削減されるかをみるた
めに、2010 年から 50年間の累積
CO2 排出量を図表９に示した。参
考までに、先進国にも途上国にも
環境規制が全くない場合の排出量
もケース３として示す。ケース１
の現状の先進国環境規制でもケー
ス３の環境規制がない場合に比べ
て、CO2 排出削減効果は得られる
が、途上国の原子力導入促進制度
があるケース２では、ケース１よ
りさらに世界全体で約 30GtC（ギ
ガトンカーボン）の削減効果が期
待できる。
　このように途上国の原子力技
術利用促進のために何らかの支
排出シナリオに関する特別報告書
B2ケース（環境重視／地域共存
型）12）をベースに省エネ促進を考
慮した条件９）を採用した。先進国
のCO2排出制約条件は京都議定書
制約と 2013 年以降 10年毎に５％
削減継続の制約という厳しい条件
と仮定し、途上国については大気
中濃度が 550ppmに飽和するよう
に制約する緩い条件（2100年まで
の安定化シナリオWRE‐550②）
を採用した。１次エネルギーと
しては、石油、石炭、天然ガス、
CO2 回収のある石炭、太陽光、風
力、バイオマス、風力、水力・地
熱、軽水炉原子力（LWR、Light 
Water Reactor）、高速増殖炉原子
力（FBR、Fast Breeder Reactor）
を想定し、高速増殖炉原子力は
2030年に導入されるとした。その
他条件の詳細は文献９に記載され
図表７　 先進国、途上国の原子力発電設備量の予測結果
 ［ 途上国の原子力導入促進（発電コスト優遇）制度
がない場合（ケース１）］
LWRは軽水炉原子力、FBRは高速増殖炉原子力を示す
参考文献９）より
②WRE-550
　「気候変動に関する政府間パネル」では、温暖化防止のため、現在370ppmである
大気中CO2 濃度を 2100年において450～ 1,000ppmで飽和、安定化させるシ
ナリオを検討している。Wigley, Richles, & Edmons は、550ppmで安定化させる
シナリオを提案した。
③発電コスト優遇
　本エネルギー予測シミュレーションでは、優遇制度がない場合、軽水炉原子力の発
電コストは4セント /kWh、高速増殖炉原子力は導入当初の2030年に 4.6 セント
/kWh、2060年以降4セント /kWhと仮定し、優遇制度がある場合、原子力発電コ
ストが2010年から50年間2セント /kWh下がると仮定している。
■用語説明■
図表８　先進国、途上国の原子力発電設備量の予測結果
 ［ 途上国の原子力導入促進（発電コスト優遇）制度
がある場合（ケース２）］
LWRは軽水炉原子力、FBRは高速増殖炉原子力を示す
参考文献９）より
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援をすることが原子力技術利用
の地域格差を是正すると同時に、
21 世紀の世界の CO2 排出量を削
減し、地球温暖化抑制に非常に有
効である。ポスト京都議定書で、
京都メカニズムにおける原子力技
術利用を認めることは、締約国の
選択のオプションを拡げることと
なり、原子力技術利用が選択され
れば、結果として途上国の環境面、
経済面の支援と言えるとともに、
世界のCO2排出量削減に関する国
際的枠組みの賢明な第一歩と考え
られる。
るとの予測で、この供給不足分は
一時的な混乱が懸念されるものの
米国・ロシア政府の余剰軍事用核
物質の売却等により満たされる見
通しである。なお、中国、インド、
パキスタンはウラン自給策をとっ
ている３）。
図表９　2010 ～ 2060 年における 50 年間累積 CO2 排出量
ケース１、２の環境規制は、下記のCO2 排出制約条件を指す。先進国のCO2 排出制
約条件は、京都議定書制約と2013年以降 10年毎に５％削減継続の厳しい制約条件で、
途上国は大気中濃度が 550ppmに飽和するように制約する緩い条件（2100年までの安
定化シナリオWRE‐550）である。ケース３は、これらの環境規制が全くない場合の
結果である。                               参考文献９）をもとに科学技術動向研究センターにて作成
5   途上国の原子力導入における課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　前章で述べたように、途上国の
持続可能な発展及び温暖化加速抑
制には、温室効果ガス排出量が少
なく基幹電源として利用できる原
子力技術を早い時期に導入するこ
とが効果的であると考えられる。
しかし、アジアなどの途上国にお
いて原子力利用を推進するには、
安全対策や核不拡散対策、基盤整
備対策が非常に重要である。ここ
では、途上国における原子力技術
導入状況を整理し、利用促進にお
ける課題について述べる。
５‐１
導入状況
　2004年末現在、世界で運転中の
原子力発電所は 434基、合計出力
は約 379.2GW（３億 7920 万 kW）
で過去最高となっている 12）。図表
10に示すように、このうち途上国
の合計は 38.36GWで世界全体の
約１割を占めるに過ぎない。しか
しながら、今後、電力需要の大幅
な増加が予測されている中国、イ
ンドでは、現状の計画で 2020 年
までに原子力発電設備容量をそれ
ぞれ 36GW、20GW に拡大する
方針が打ち出されている 12）。韓
国でも同様に約 27GWまで増や
す予定である。中国で近々建設さ
れる４基の原子力発電所について
は、国際入札が 2005 年２月に締
め切られ、フランス、米国・日本
連合、ロシアの３グループ企業が
応札、2005年内にも受注企業が決
まる予定である。一方、現在運転
中の原子力発電所を持たないイン
ドネシア、カザフスタン、エジプ
トなども、1GW（100万 kW）級の
原子力発電所を 2020 年ぐらいま
でに、それぞれ、約４、３、２基新
規に建設する計画を持つ。さらに
ベトナムも既に事業化可能性調査
を終え、2020年までに同国南部に
1.2 ～ 4GW程度の原子力発電所を
新設する計画である 12）。
　これらの計画も含めた世界の
原子力発電設備容量の変化に伴
う世界のウラン需要量は、2002
年の 66815tU（トンウラン）／年
から 2020 年時点には高ケースで
86070tU（+29％）に、低ケース
で 73495tU（+10％）に増加する
と予測される。他方、ウラン生産
能力は 2003 年の約 47000tU ／年
から 2020 年には約 62000tU にな
図表 10　 途上国各国の原子力発電の導
入状況
国名
運転中の原子力発電（GW）
出力 基数
韓国 16.72 19
中国 6.96 9
台湾 5.14 6
インド 2.77 14
ブラジル 2.01 2
南アフリカ 1.89 2
メキシコ 1.36 2
アルゼンチン 1.01 2
パキスタン 0.50 2
途上国合計 38.36 58
（日本） （45.74） （52）
世界合計 379.20 434
途上国／世界 10.1％ 13.4％
2004年 12月 31日現在、1 GWは 100万 kW
参考文献 12）をもとに科学技術動向研究セン
ターにて作成
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　途上国がこれらの計画、更には
温室効果ガス排出抑制に向けさら
なる原子力発電導入を実施してい
く上で、今後どのような課題があ
るかを次節以降にまとめた。以下
では、新規に原子力発電を導入し
ようとしている途上国や原子力発
電導入の拡大期にある途上国を対
象とする。
５‐２
技術移転
　途上国の原子力技術利用推進に
あたっては、先進国が技術のライ
センスや各種国際約束等を考慮し
ながら、原子力発電技術だけでな
く、原子力施設の安全確保や原子
力プラントの安全性を高める原子
炉保全技術などの安全管理技術、
また核不拡散体制を保証する核物
質管理技術 13）などを移転してい
くことが大きな課題である。原子
炉保全技術では、高経年化対策と
しての配管検査技術や予防保全技
術、補修技術など 14）が重要である。
　原子力安全分野におけるアジ
ア諸国との多国間及び二国間協力
は、既に、アジア原子力協力フォ
ーラムや国際原子力機関（IAEA）
アジア原子力地域協定の枠組みな
どにより始まっている 15）が、今後、
日本はこのような枠組みやその他
研究交流、研修事業制度 15）を通
して相手国の原子力安全技術基盤
の形成とその向上に寄与していく
必要がある。なお、協力の際には、
相手国の政治的安定性、関連条約・
枠組みへの加入・遵守状況等に留
意することも必要である。
５‐３
基盤整備
　途上国の原子力技術利用推進に
あたってのもう１つの課題は、各
国に応じたきめ細かい原子力導入
基盤整備である。今後、新規に原
子力発電を導入しようとしている
途上国に対しては、先進国が相手
国の体制整備状況に合わせて核不
拡散体制、安全規制体系、原子力
損害賠償制度、国民への広報活動
等のソフト面でのインフラ基盤整
備で側面支援を行うことが重要で
ある。また、これらの体制を途上
国で維持・強化していく人材の育
成支援も大切である。特に、日本
は、図表 11に示されるように上
記原子力研究交流、研修事業制度
やアジア原子力協力フォーラム等
の枠組みを通して、アジア諸国の
人材育成等インフラ基盤整備に協
力してきているが、さらに協力支
援を推進していくべきである。な
お、原子力発電の場合、相手国
の基盤整備、法整備、人材育成等
支援に長い時間が必要で、２国間
原子力協定あるいは協力合意の枠
組み等を早期に結ぶことが望まれ
る 15）。一方、原子力発電導入の拡
大期にある途上国に対しては、先
進国が核不拡散対策のもとで安全
面・人材面で協力することはもち
ろん、原子力技術の平和利用展開
という視点で先進国原子力事業者
による途上国への国際展開を積極
的に支援すべきである。
　途上国の原子力技術導入に関し
ては、先進国による資金支援も必
要である。現在、世界銀行は京都
メカニズムに対応するため各種炭
素基金を運営している７）。また、
ポスト京都議定書では、気候変動
による影響への対応で途上国支援
のための資金（議定書適応基金）
運用が議論されることになる予定
である 16）。なお、CDM等京都メ
カニズムに原子力技術利用が採用
された場合、日本がCDMを活用
し削減量を得るためには、途上国
が火力発電所を建設する予定のと
ころを、一義的には日本が資金と
技術を出し、当該途上国と共同事
業で原子力発電所を建設すること
になると考えられる。
図表 11　日本の原子力研究交流、研修事業制度によるアジア諸国への協力
 （平成 15 年実績）
対象制度：①原子力研究交流制度、②国際原子力安全セミナー、③国際原子力安全技術研修
事業、④国際原子力安全交流派遣事業、⑤原子力発電所安全管理等国際研修事業、⑥国際原
子力発電安全協力推進による長期研修、⑦原子力発電基礎コース。①～④は文部科学省、⑤
⑥は経済産業省、⑦は国際協力機構（JICA）により実施されている。対象分野は、農業、工業、
医療等における放射線利用も含む。                                                                                参考文献 15）より
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　本稿では、現状の京都議定書京
都メカニズムの概要と原子力制約
の状況、ならびに先進国と途上国
の温室効果ガス排出動向を述べ、
ポスト京都議定書の新たな目標達
成の仕組み構築で多面的な思考が
大切であることを述べた。一方、
途上国の原子力技術利用促進のた
めに何らかの支援をすることが、
21世紀の世界のCO2 排出量を削
減し、地球温暖化防止に非常に有
効であるという予測結果の一例を
示し、京都メカニズムでの原子力
技術利用の重要性に言及した。し
かし、アジアなどの途上国におい
て原子力利用を推進するには、安
全対策や核不拡散対策、インフラ
整備対策が極めて大切である。そ
こで本稿では、途上国の原子力技
術導入現状を整理し、今後の利用
促進に必要な移転技術とインフラ
整備の課題についてもまとめた。
これらを前提として、今後のポ
スト京都議定書に向けた取り組み
と、途上国における原子力技術導
入支援に関して下記に注目するこ
とを提言する。
①新たな負担の仕組み構築に
　おける複眼的思考の必要性
　我々は、地球環境保全という共
通の目的のため、大局的見地から、
米国や途上国なども参加できる
排出削減の負担のあり方を構築す
る必要がある。削減義務を履行す
る意欲を実質的に示している日本
は、米国、中国、インド等と共に、
既存の先進国、途上国という分類
のみにとらわれず、１人当たりの
排出量、GDP当たり排出量など
様々な指標を用いて排出削減分担
方法を複眼的に考え、例えば世界
共通の排出基準をつくるなど新た
な枠組みの議論に積極的に参画す
べき立場にあると考える。
② 京都メカニズム（CDM/JI）に
　おける原子力技術利用の追加
　ポスト京都議定書の枠組みで
京都メカニズムを維持する場合、
CDMや JI に原子力を加えられる
ように、日本がリーダーシップを
とって、中国、インドなどととも
に欧州各国に主張するのが妥当で
ある。この際、日本が欧州の環境
政策担当者に原子力の安全性を十
分に説明するアプローチ、努力が
重要と思われる。
③ 途上国での原子力技術
　利用促進支援
　アジアなど途上国の今後の持
続可能な発展や温暖化加速抑止に
は、原子力発電のさらなる導入が
効果的であるが、途上国での原子
力技術利用促進には、核不拡散対
策下での下記のような支援が必要
である。
U原子力発電安全管理技術等の途
上国への技術移転、支援体制確
立が必要である。日本が、その
体制づくりに協力することが求
められる。その際、途上国の関
連条約・枠組みへの加入等の働
きかけも重要である。
V途上国各国に応じたきめ細かい
原子力導入インフラ整備が必要
である。特に、人材養成、ファ
イナンスが大切である。途上国
の原子力人材育成、核不拡散体
制、安全規制体制、原子力損害
賠償制度、国民への原子力広報
活動などの基盤整備を日本が積
極的に支援する。
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